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原案
可決

○○○○○○○
いま必要なのは、雇用確保と併せてより良い労働環境の整備である。誰もが将来への希望を持って働くことがで
きる社会の実現を目指すため、①法定割増賃金率の引上げやサービス残業の取締強化を図ること、②日雇派遣の
原則禁止などを盛り込んだ労働者派遣法改正案を早期に成立させ、派遣労働者の保護を図ること、を要望する。

長時間労働や日雇派遣など労働法制の改正
を求める意見書

原案
可決

○○○○○○○
安心の介護保険制度として根幹を維持しつつ、介護サービスの拡充を図るために、「介護報酬の改定に当たって
は、介護事業の経営実態調査に基づき、地域における介護サービスが的確に実施できるよう、サービスごとの人
の配置や処遇などに十分留意の上、適切な引上げを図ること」等、４項目について特段の取組を要望する。

安心の介護サービスの確保を求める意見書

原案
可決

○○○○○○○
近年、食品の安全・表示に関する悪質な偽装や、有害物質の混入、事故米問題など「食の安全」を根底から揺
るがす事件や事故が多発している。よって、「偽装表示を一掃するため、ＪＡＳ法を改正し、直罰規定を設ける
など罰則を強化する規定を設けること」等、５項目について、強く要望する。

「食の安全確保」への取組強化を求める意見
書

原案
可決

○○○○○○○
都は小中学生の医療費を通院一回２百円、入院無料にする提案をしたが、多摩の各市に事前相談なく財政負担
増を既定のごとく示した。①今後実施主体を市とする見直し等は十分に相談し、市の意見を尊重すること。②
本措置に伴って生じる負担によって市財政に支障を来すことのないよう原則的には都の負担で実施すること。

義務教育就学児医療費助成事業に関する意
見書

原案
可決

○△○○×○×
田母神前航空幕僚長が、日本が侵略国家であったというのは「濡れ衣」と戦前の日本の侵略を否定する論文を民
間企業の懸賞に応募し更迭された。この考えは、政府見解にも反するもので重大である。また、自衛隊内でこ
うした考えを教育していたことも問題である。よって政府の任命責任と首相の指揮監督責任を問うものである。

田母神前航空幕僚長問題について任命責任
とともに首相の指揮監督責任を問う意見書

原案
可決

○×○○×○×
未曽有の金融危機が日本経済にも重大な影響を及ぼしている。麻生総理の２兆円の給付金は、景気対策といえる
ものではない。「家計支援」というなら、高齢者増税などで押しつけてきた１３兆円もの負担増・給付カットこそ見直
すべきである。雇用を守り、社会保障の削減を見直すなど、国民の生活優先の抜本対策を実行することを求める。

世界的金融危機を打開するための抜本対策
を求める意見書

原案
可決

○△○○○○○
生鮮食料品総合市場として都民の食卓を支えている築地市場は施設老朽化に伴い江東区豊洲地区の東京ガス工
場跡地への移転が決定していたが、予定地ではベンゼンやシアン化合物など有害物質の高い汚染が確認された。
食の安全・安心を確保するため東京都が進める今回の計画について慎重に見直すことを強く求める。

築地中央卸売市場の「豊洲移転」について見
直しを求める意見書

原案
可決

○○○○○○○
多くの分野で消費者被害が次々と発生し、顕在化している。消費者の利益を守るためには、まず地方消費者行
政の充実・強化が不可欠である。よって、消費者主役の消費者行政を実現するために、法制度の整備を行うこ
と、及び地方消費者行政の体制・人員・予算を拡充・強化するために必要な財政措置を行うことを求める。

地方消費者行政の抜本的拡充に必要な法制
度の整備及び財政措置を政府等に求める意
見書

原案
可決

○○○○○○○
核兵器のない世界を実現するために、現在国内外で様々な取組が行われている。日本は、ヒロシマ・ナガサキ
を体験した被爆国として、核兵器廃絶の提唱・促進及び非核三原則の厳守を、改めて国連総会や日本の国会な
どで宣言し、「非核日本宣言」として各国に通知することにより、共同の努力を呼び掛けるよう求める。

「非核日本宣言」を求める意見書

原案
可決

○○○○○○○
近年、働く機会が得られない人々の増大が、社会問題化している。協同労働の協同組合は、こうした問題の解決
手段の一つとして注目を集めている。しかし、この協同労働の協同組合には、法的根拠がなく、団体として入札
ができないなどの問題がある。よって、社会の実情を踏まえ、協同労働の協同組合法（仮称）の制定を求める。

「協同労働の協同組合法（仮称）」の速やか
な制定を求める意見書

原案
可決

○○○○×○×
義務教育費の教職員給与の半額国庫負担制度は、「教育の機会均等とその水準の維持向上を図る」ための重要な
柱である。政府に対し、負担率削減や義務教育費国庫負担金の全額税源移譲による制度の廃止ではなく、すべ
ての子どもたちに義務教育を保障する国庫負担制度を堅持し、国負担率を２分の１に復活することを要望する。

義務教育の土台を守り、教育の機会均等を保
障する義務教育費国庫負担制度を堅持し、国
の負担率を２分の１に復活を求める意見書

※可決された意見書は、国等への関係機関に送付しました。原稿は提案議員が作成しております。

小金井市ホームページアドレス
　http://www.city.koganei.lg.jp/
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閉会中の委員会日程及び審査案件

厚生文教委員会

平成２１年１月８日（木）午前１０時
�図書館の開館時間を遅くとも朝９時からと
し、夜間開館も拡大していただくことを求
める陳情書
�「（仮称）小金井市子ども条例」に賛成す
る陳情書
�（仮称）「小金井市子ども条例」の名称の
変更を求める陳情書
�（仮称）「小金井市子ども条例」の説明を
求める陳情書
�小金井市子ども条例

建設環境委員会

平成２１年１月１４日（水）午前１０時
�位置指定道路の「復元」に伴う隣接宅地の
盛土に関する調査を求める陳情書

駅周辺整備調査特別委員会

平成２１年１月１４日（水）午後１時３０分
�武蔵小金井駅南口第２地区地権者団体の会
則違反について調査を求める陳情書
�中央線連続立体交差化及び駅周辺開発に係
る諸問題の調査

総務企画委員会

平成２１年１月１５日（木）午後１時３０分
�市民待望の中央線高架化完成後に、武蔵小
金井駅付近の高架下に市政センターを設置
することを求める陳情書
�蛇の目ミシン跡地への図書館本館建設を求
める陳情書
�総務企画委員会の所管事項に関連して、市
民交流センターの購入費（６６億円）の枠外

の市費等投入額を解明することを求める陳
情書
�駅前ロータリーの正面に無駄なハコモノ
（６６億円の市民交流センター）を建設する
ことの是非を問う住民投票を求める陳情書
�駅前ロータリーの真正面に建設される文化
ホールの購入について住民投票の実施を求
める陳情書
�中長期的な市の歳入歳出見込みを明らかに
する「財政フレーム」の作成を行政に義務
付ける条例の制定を求める陳情書
�地方税法第４０８条（固定資産の実地調査）
に関する陳情書
�第二庁舎最上階に「ミニ図書館」を設置す
ることを求める陳情書
�国基準を超過して支給されている小金井市
職員の地域手当を基準以内に抑制すること
を求める陳情書

ごみ処理施設建設等調査特別委員会

平成２１年１月１６日（金）午前１０時
�可燃ゴミ脱焼却１０年実行計画早期策定に関
する陳情書
�焼却によらない可燃ごみ処理方式の導入を
求める陳情書
�二枚橋焼却場敷地内の「埋蔵灰」に関する
陳情書
�一部市民にのみ可燃物処理公害を押しつけ
ないことを求める陳情書
�二枚橋に最新鋭焼却炉の建設を求める陳情
書
�燃やすごみ収集日、現行週２日を、週１日
へ改定を求める陳情書
�新ごみ処理施設は「非焼却方式の導入を優
先的に検討するべきである」との議会意思

の表明を求める陳情書
�「東京多摩エコセメント」に対し情報開示
を求める陳情書
�広域支援の早期解消に努める再決議或いは
行政に對し実効ある減量策の督促・嚴重警
告を求める陳情書
�ごみ処理施設建設及びごみ対策に係る諸問
題の調査

行財政改革調査特別委員会

平成２１年１月２３日（金）午前１０時
�行財政改革調査特別委員会の調査事項に関
する陳情書
�学校給食調理業務の民間委託を小学校９校
でも実施することを求める陳情書
�行財政改革調査特別委員会の調査事項に関
連して図書館の人員配置・シフト・給与等
の検証を求める陳情書
�行財政改革調査特別委員会の調査事項に関
連して、来年度から学童保育の保育時間の
延長を求める陳情書
�行財政改革調査特別委員会において、総合
体育館等の指定管理者移行の効果を検証す
ることなどを求める陳情書
�行財政の改革を推進することに係る諸問題
の調査

議会運営委員会

平成２１年１月２８日（水）午後２時
�議会運営に関する議長の諮問事項について
�次期定例会（臨時会を含む｡）の会期及び会
議日割等、議会運営に関する調査
�議会の会議規則、委員会条例等に関する調
査
�議会運営に関する議長の諮問事項について

�

�

�

�
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� �次の定例会は 開会予定です。平成２１年２月２日（月）
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